
議案第３４号  

 

   専決処分の承認について 

 

 秦野市市税条例等の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処分し

たので承認を求める。 

 

  平成２７年６月２日提出 

 

秦野市長 古 谷 義 幸  

 

 

提案理由 

地方税法の一部改正により秦野市市税条例等の一部を早急に改正する必要が

あるため、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づいて専決処分したので、

同条第３項の規定により議会の承認を求めるものであります。 
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秦野市条例第１３号  

 

   秦野市市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （秦野市市税条例の一部改正） 

第１条 秦野市市税条例（平成元年秦野市条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

第１３条の表第１号オ中「法人税法第２条第１６号に規定する資本金等の

額又は同条第１７号の２に規定する連結個別資本金等の額（保険業法に規定

する相互会社にあっては、施行令第４５条の３の２に定めるところにより算

定した純資産額）をいう。以下同じ。」を「法第２９２条第１項第４号の５

に規定する資本金等の額をいう。以下この表、次項及び第１５条において同

じ。」に改め、「以下この表」の次に「及び次項」を加え、同条に次の１項

を加える。 

 ２ 資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）の

資本金等の額が、資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額

に満たない場合における前項の規定の適用については、同項の表中「資本

金等の額が」とあるのは、「資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は

出資金の額が」とする。 

  附則第１６項の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成

２７年度から平成２９年度まで」に改め、同項中「地方税法及び国有資産等

所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成２４年法律第１７号）附則

第１０条の規定により平成２４年度から平成２６年度まで」を「地方税法等

の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）附則第１８条の規定により

平成２７年度から平成２９年度まで」に改める。 

  附則第２６項中「法附則第１５条第３７項」を「法附則第１５条第３９項」

に改める。 

附則第２７項中「法附則第１５条第３８項」を「法附則第１５条第４０項」

に改め、附則に次の見出し及び３項を加える。 

  （軽自動車税の税率の特例） 

 ２９ 法附則第３０条第１項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動

車に対する第３１条の規定の適用については、その軽自動車が平成２７年

４月１日から平成２８年３月３１日までの間に初めて道路運送車両法第 
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６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（以下「初回車両番号指定」

という。）を受けた場合において、平成２８年度分の軽自動車税に限り、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第３１条第２号ア

（イ） 
３，９００円 １，０００円 

第３１条第２号ア

（ウ） 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

 

３０ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動

車（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。次項において同

じ。）に対する第３１条の規定の適用については、その軽自動車が平成 

２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合において、平成２８年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄

に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第３１条第２号ア

（イ） 
３，９００円 ２，０００円 

第３１条第２号ア

（ウ） 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

 

３１ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動

車（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第３１条の規定の

適用については、その軽自動車が平成２７年４月１日から平成２８年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合において、平成２８年度

分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
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第３１条第２号ア

（イ） 
３，９００円 ３，０００円 

第３１条第２号ア

（ウ） 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

 

 （秦野市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 秦野市市税条例の一部を改正する条例（平成２６年秦野市条例第１４

号）の一部を次のように改正する。 

  附則に１項を加える改正規定を次のように改める。 

  附則第３１項の表以外の部分中「法附則第３０条第３項第１号」を「法附

則第３０条第５項第１号」に改め、同項を附則第３２項とし、附則第３０項

の表以外の部分中「法附則第３０条第２項第１号」を「法附則第３０条第４

項第１号」に改め、同項を附則第３１項とし、附則第２９項の前の見出しを

削り、同項の表以外の部分中「法附則第３０条第１項第１号」を「法附則第

３０条第３項第１号」に、「初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規

定による車両番号の指定（以下「初回車両番号指定」という。）」を「初回

車両番号指定」に改め、同項を附則第３０項とし、同項の前に次の見出し及

び１項を加える。 

（軽自動車税の税率の特例） 

２９ 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対するその軽

自動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号

の指定（以下「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して 

１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第３１

条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第３１条第２号ア

（イ） 
３，９００円 ４，６００円 

第３１条第２号ア

（ウ） 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

 ３，８００円 ４，５００円 
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 ５，０００円 ６，０００円 

 

  附則第１項第２号中「第３１条の改正規定並びに附則第５項及び第８項」

を「第３１条第２号アの改正規定（「３，６００円」に係る部分を除く。）

並びに附則第５項及び第９項」に改め、同項第３号中「秦野市市税条例附則

に」を「第３１条第１号、第２号ア（「３，６００円」に係る部分に限る。）

及びイ並びに第３号の改正規定、秦野市市税条例附則第２９項から第３１項

までの改正規定及び同条例附則に見出し及び」に、「及び第８項」を「、第

８項及び第９項」に改める。 

  附則第８項の表中「附則第８項」を「附則第９項」に改め、同項を附則第

９項とし、附則第７項を附則第８項とし、附則第６項を附則第７項とする。 

  附則第５項中「改正後の条例第３１条」の次に「第２号（同号ア（ア）を

除く。）」を加え、同項の次に次の１項を加える。 

 ６ 改正後の条例第３１条第１号、第２号ア（ア）及びイ並びに第３号の規

定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、平成２７

年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。ただし、第２条中秦野市市税条例の一部を改正する条例附則第１項の改

正規定、附則第８項を改め、同項を附則第９項とする改正規定、附則第７項

を附則第８項とし、附則第６項を附則第７項とする改正規定及び附則第５項

を改め、同項の次に１項を加える改正規定は、公布の日から施行する。 

 （市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の秦野市市税条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第１３条の規定は、施行日以後に開始する事業年度分の法人の市民税

及び施行日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、

施行日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び施行日前に開始した連結

事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）第１条の規定

による改正後の地方税法（昭和２５法律第２２６号。以下「新法」という。）

第３２１条の８第１項の規定によって申告納付する法人で法人税法（昭和 
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４０年法律第３４号）第７１条第１項（同法第７２条第１項の規定が適用さ

れる場合を除く。）に規定する申告書を提出する義務があるもの並びに新法

第３２１条の８第２項の規定によって申告納付する法人及び同条第３項の規

定によって納付する法人の施行日以後に開始する最初の事業年度分の法人の

市民税及び施行日以後に開始する最初の連結事業年度分の法人の市民税につ

いての改正後の条例第１３条の規定の適用については、同条第１項中「法第

２９２条第１項第４号の５に規定する資本金等の額をいう。以下この表、次

項及び第１５条において同じ。」とあるのは「地方税法等の一部を改正する

法律（平成２７年法律第２号）第１条の規定による改正前の法第２９２条第

１項第４号の５に規定する資本金等の額をいう。以下この表及び第１５条に

おいて同じ。」と、「この表及び次項」とあるのは「この表」とし、同条第

２項の規定は、適用しないものとする。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

４ 改正後の条例附則第１６項の規定は、平成２７年度から平成２９年度まで

の各年度分の固定資産税及び都市計画税について適用し、平成２６年度分ま

での固定資産税及び都市計画税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

５ 改正後の条例附則第２９項から第３１項までの規定は、平成２８年度分の

軽自動車税について適用する。 


